
大通達甲（交企）第５号

大通達甲（交指）第８号

大通達甲（交規）第３号

大通達甲（運免）第４号

令 和 ２ 年 ４ 月 1 4 日

簿 冊 名 例規（１年）

保存期間 １ 年

生 活 安 全 部 地 域 課 長

交 通 部 各 課 ・ 隊 長 殿

各 警 察 署 長

交 通 部 長

道路交通法の一部を改正する法律の施行等に伴う交通警察の運営について（通達）

令和元年６月５日に公布された道路交通法の一部を改正する法律（令和元年法律第20号。

以下「改正法」という。）のうち、自動車の自動運転の技術の実用化に対応するための規定

については、本年４月１日に施行された。

これに伴い、道路交通法施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第109号。以下「改

正政令」という。）、道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和２年内閣府令第2

9号。以下「改正府令」という。）及び交通の方法に関する教則及び交通安全教育指針の一部

を改正する件（令和２年国家公安委員会告示第15号）の規定も、同日に施行された。

これらの改正の趣旨、内容及び留意事項は、下記のとおりであるので、改正規定が円滑か

つ適切に施行され、所期の目的が達成されるよう、関係事務の運営に万全を期されたい。

記

１ 趣旨

国内外の自動車メーカー等において、令和２年頃までにＳＡＥレベル３の自動運転シス

テムを備えた自動車を実用化する目標を掲げて技術開発が進められていること等に鑑み、

所要の規定が整備されたものである。

２ 内容

(1) 自動運行装置の定義等に関する規定の整備

自動運行装置の定義等に関する規定が整備された（改正法による改正後の道路交通法

（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第２条第１項第13号の２及び第17号）。

(2) 作動状態記録装置による記録等に関する規定の整備

ア 警察官は、整備不良車両に該当すると認められる車両が運転されているときは、当

該車両の運転者に対し、作動状態記録装置（道路運送車両法の一部を改正する法律（令

和元年法律第14号）による改正後の道路運送車両法（昭和26年法律第185号。以下「車

両法」という。）第41条第２項に規定する作動状態の確認に必要な情報を記録するた

めの装置をいう。以下同じ。）により記録された記録の提示を求めることができるこ

ととされた（法第63条第１項）。

イ 前記アの場合において、警察官は、当該記録を人の視覚又は聴覚により認識するこ

とができる状態にするための措置が必要であると認めるときは、当該車両を製作した

者等に対し、当該措置を求めることができることとされた（法第63条第１項）。

ウ 自動車の使用者等は、自動運行装置を備えている自動車で、作動状態記録装置によ



り前記アの情報を正確に記録することができないものを運転させ、又は運転してはな

らないこととされた（法第63条の２の２第１項）。

エ 自動運行装置を備えている自動車の使用者は、作動状態記録装置により記録された

記録を、内閣府令で定めるところにより保存しなければならないこととされた（法第

63条の２の２第２項）。

オ 法第63条の２の２第２項に規定する作動状態記録装置による記録は、当該作動状

態記録装置において、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正

する告示（令和２年国土交通省告示第463号）による改正後の道路運送車両の保安基

準の細目を定める告示（平成14年国土交通省告示第619号）別添123「作動状態記録

装置の技術基準」３．３．１．に規定する期間、保存しなければならないこととさ

れた（改正府令による改正後の道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第

９条の２）。

(3) 自動運行装置を使用して自動車を運転する場合の運転者の義務に関する規定の整備

ア 自動運行装置を備えている自動車の運転者は、当該自動運行装置に係る使用条件（車

両法第41条第２項に規定する条件をいう。以下同じ。）を満たさない場合においては、

当該自動運行装置を使用して当該自動車を運転してはならないこととされた（法第71

条の４の２第１項）。

イ 自動運行装置を使用して自動車を運転する運転者が、当該自動運行装置に係る使用

条件を満たさなくなった場合等において、直ちに、そのことを認知するとともに当該

自動運行装置以外の当該自動車の装置を確実に操作することができる状態にあるなど

のときは、当該運転者については、法第71条第５号の５の規定は、適用しないことと

された（法第71条の４の２第２項）。

(4) 罰則、反則金及び基礎点数に関する規定の整備

ア 自動運行装置に係る整備不良車両の運転の禁止に違反した者、前記(2)アの記録の

提示を拒んだ者、前記(2)ウ及びエ並びに(3)アの規定に違反した者に３月以下の懲役

又は５万円以下の罰金を科すこととされた（法第119条第１項第６号、第７号の２及

び第９号の３）。

イ 過失により前記(3)アの規定に違反した者に10万円以下の罰金を科すこととされた

（法第119条第２項）。

ウ 自動運行装置に係る整備不良、作動状態記録装置不備及び自動運行装置使用条件違

反についての反則金の額を、それぞれ、大型車については１万２千円、普通車につい

ては９千円、二輪車については７千円、原付車については６千円とするとともに、こ

れら違反行為に付される基礎点数を２点とすることとされた（法別表第２並びに改正

政令による改正後の道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）別表第２及び別表第６）。

３ 留意事項

所属長は、自動運行装置を使用する運転者等の義務に関する規定の整備に伴い、警察職

員に対する教養を徹底するとともに、関係機関、団体等と連携して、自動運行装置を使用

した運転上の留意事項等について、広報啓発に努めること。

（交通企画課企画係）

（交通指導課指導取締係）

（交通規制課規制総務係）

（運転免許課行政処分係）


